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沖縄県那覇市久茂地３丁目10番１号 

株 式 会 社   沖  縄  銀  行 

取 締 役 頭 取    山 城  正 保 

 
 



195,532 2,654,768

31,226 14,845

164,305 2,056,195

3,000 9,328

627,846 70

111,753 547,135

133,891 27,192

93,711 73,400

31,640 73,400

 256,849 35

2,027,126 35

1,877 6,758

88,254 11,462

1,805,400 514

131,593 2,393

4,841 2,133

4,841 703

0 1,436

15,559 813

335 128

157 408

3,209 2,929

7,065 601

2,245 19

2,545 627

17,191 183

3,971 282

11,221 51

59 1,138

11 5,415

1,927 2,754,744

2,741

2,451 22,725

289 17,623

266 17,623

10,516 116,944

5,415 9,535

△ 12,752 107,409

別 途 積 立 金 90,120

繰 越 利 益 剰 余 金 17,289

157,293

△ 20,725

4,883

1,088

△ 14,753

142,539

2,897,284 2,897,284

そ の 他 資 産

未 決 済 為 替 貸

有 形 固 定 資 産

建 物

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア

前 払 年 金 費 用

そ の 他 の 資 産

未 収 収 益

金 融 派 生 商 品

前 払 費 用

資 産 の 部 合 計

資 本 金

貸 倒 引 当 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金繰 延 税 金 資 産

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益

支 払 承 諾 見 返

そ の 他 利 益 剰 余 金

負 債 及 び 純 資 産 の 部 合 計

土 地 再 評 価 差 額 金

利 益 準 備 金

純 資 産 の 部 合 計

株 主 資 本 合 計

評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計

その他有価証 券評 価差 額金

　   第９５期末(2026年３月31日現在)貸借対照表

         (単位:百万円)

   科          目   金     額    科          目   金     額

資 本 準 備 金

退 職 給 付 引 当 金

株 式 給 付 引 当 金

株 式 報 酬 引 当 金

金 融 商 品 等 差 入 担 保 金 役 員 賞 与 引 当 金

負 債 の 部 合 計そ の 他 の 有 形 固 定 資 産

(純資産の部)

支 払 承 諾

土 地 睡 眠 預 金 払 戻 損 失 引 当 金

再評価に係る 繰延 税金 負債

建 設 仮 勘 定

リ ー ス 資 産

そ の 他 の 無 形 固 定 資 産

当 座 貸 越

買 入 外 国 為 替

通 知 預 金

株 式

定 期 預 金

地 方 債

借 用 金

前 受 収 益

借 入 金

外 国 為 替

売 渡 外 国 為 替

信 託 勘 定 借

未 決 済 為 替 借

外 国 為 替

賞 与 引 当 金

   (負債の部)   

現 金 預 け 金 預 金

証 書 貸 付

外 国 他 店 預 け

当 座 預 金

  (資産の部)  

貯 蓄 預 金

有 価 証 券

貸 出 金

そ の 他 負 債手 形 貸 付

そ の 他 の 証 券

国 債

割 引 手 形

預 け 金 普 通 預 金

現 金

そ の 他 の 預 金

社 債

金 銭 の 信 託

資 産 除 去 債 務

未 払 費 用

未 払 法 人 税 等

そ の 他 の 負 債

リ ー ス 債 務

金 融 派 生 商 品

金 融 商 品 等 受 入 担 保 金



52,904

39,038

13,866

919

600

14,185

4,144

10,041

営 業 経 費

国 債 等 債 券 売 却 損 4,275

国 債 等 債 券 売 却 益 103

2,892

そ の 他 の 役 務 費 用 2,735

301

経 常 費 用

償 却 債 権 取 立 益 1

資 金 調 達 費 用 5,475

金 利 ス ワ ッ プ 支 払 利 息

そ の 他 の 経 常 収 益 162

そ の 他 の 支 払 利 息 58

役 務 取 引 等 費 用 2,991

借 用 金 利 息 0

当 期 純 利 益

法 人 税 等 調 整 額

法 人 税 等 合 計

76

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 1,088

4,067

固 定 資 産 圧 縮 損

税 引 前 当 期 純 利 益

そ の 他 経 常 収 益

438

特 別 損 失

そ の 他 の 経 常 費 用 320

経 常 利 益

特 別 利 益

5,732

外 国 為 替 売 買 損

22,872

そ の 他 経 常 費 用

法 人 税 ､ 住 民 税 及 び 事 業 税

第９５期

9,539

資 金 運 用 収 益 43,516

貸 出 金 利 息 32,518

コ ー ル ロ ー ン 利 息

信 託 報 酬 38

役 務 取 引 等 収 益 6,354

株 式 等 売 却 益 2,728

受 入 為 替 手 数 料 1,845

預 金 利 息 5,112

コ ー ル マ ネ ー 利 息 2

20

2025 年 ４月 １日 から  損益計算書2026 年 ３月 31日 まで

(単位：百万円)

　　科             目    金                    額 

経 常 収 益

預 け 金 利 息 1,301

そ の 他 の 受 入 利 息 136

そ の 他 の 役 務 収 益 4,508

そ の 他 業 務 収 益 103

有 価 証 券 利 息 配 当 金

固 定 資 産 処 分 損 161

支 払 為 替 手 数 料 255

1,457

1,967

そ の 他 業 務 費 用

国 庫 補 助 金 受 贈 益 862

固 定 資 産 処 分 益 56

株 式 等 売 却 損 535

睡眠預金払戻損失引当金繰入額 21



 

 

個別注記表 

記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 

重要な会計方針 

１．商品有価証券の評価基準及び評価方法 

商品有価証券の評価は、時価法(売却原価は移動平均法により算定)により行っております。 

 

２．有価証券の評価基準及び評価方法 

(1) 有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法(定額法)、子会社・子法人等株式については移

動平均法による原価法、その他有価証券については時価法(売却原価は移動平均法により算定)、ただし市場価格のない株式等につ

いては移動平均法による原価法により行っております。 

なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。 

(2) 金銭の信託において信託財産を構成している有価証券の評価は、運用目的の金銭の信託については時価法、運用目的以外の金銭

の信託については、上記(1)と同じ方法により行っております。 

 

３．デリバティブ取引の評価基準及び評価方法 

デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。 

 

４．固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産(リース資産を除く) 

有形固定資産は、定率法を採用しております。 

また、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建 物   15年～50年 

その他   ５年～15年 

(2) 無形固定資産(リース資産を除く) 

無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、行内における利用可能期間(５年)

に基づいて償却しております。 

(3) リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」及び「無形固定資産」中のリース資産は、リース期間を耐用年

数とした定額法により償却しております。なお、残存価額については、リース契約上に残価保証の取決めがあるものは当該残価保

証額とし、それ以外のものは零としております。 

 

５．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建資産・負債は、決算日の為替相場による円換算額を付しております。 

 

６．引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。 

破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している債務者(以下、｢破綻先｣という。)に係る債権及びそれと同等の状況にあ

る債務者(以下、｢実質破綻先｣という。)に係る債権については、以下のなお書きに記載されている直接減額後の帳簿価額から、担

保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額を計上しております。また、現在は経営破綻の状況にない

が、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者(以下、｢破綻懸念先｣という。)に係る債権については、債権額から、

担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額に対して今後の予想損失額を見込んで計上しております。

破綻懸念先の予想損失額は、損失見込期間(３年間)を算定期間とし、過去の一定期間の貸倒実績を基礎とした貸倒実績率の平均値

に基づき損失率を求め、将来見込みに応じてより実態を反映する算定期間とする等必要な修正を加えて算定しております。 

上記以外の債権については、貸出条件に問題のある債務者、履行状況に問題のある債務者、業況が低調ないし不安定な債務者又

は財務内容に問題がある債務者など今後の管理に注意を要する債務者(以下、「要注意先」という。)のうち、当該債務者の債権の

全部又は一部が要管理債権である債務者(以下、「要管理先」という。)に対する債権については今後３年間の予想損失額を、また、

要管理先以外の要注意先及び業況が良好であり、かつ財務内容にも特段の問題がないと認められる債務者(以下、「正常先」という。)

に対する債権については今後１年間の予想損失額を見込んで計上しており、予想損失額は、３算定期間の貸倒実績を基礎とした貸

倒実績率の過去の一定期間における平均値に基づき損失率を求め、これに将来見込み等必要な修正を加えて算定しております。 

すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実施し、当該部署から独立した資産監査部署が査定

結果を監査しております。 

なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権額から担保の評価額及び保証による回収が可能と認

められる額を控除した残額を取立不能見込額として債権額から直接減額しており、その金額は 559百万円であります。 

(2) 賞与引当金 

賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額のうち、当事業年度に帰属する額を計

上しております。 



 

 

(3) 役員賞与引当金 

役員賞与引当金は、役員への賞与の支払いに備えるため、役員に対する賞与の支給見込額のうち、当事業年度に帰属する額を計

上しております。 

(4) 退職給付引当金 

退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、必要

額を計上しております。また、退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法

については給付算定式基準によっております。なお、数理計算上の差異の損益処理方法は次のとおりであります。 

 

数理計算上の差異：各事業年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数(10年)による定額法により按分した額

を、それぞれ発生の翌事業年度から損益処理 

(5) 株式報酬引当金 

株式報酬引当金は、役員報酬ＢＩＰ信託によるおきなわフィナンシャルグループ株式の交付に備えるため、株式交付規程に基づ

き、役員に割り当てられたポイントに応じた株式の給付見込額を計上しております。 

(6) 株式給付引当金 

株式給付引当金は、株式付与ＥＳＯＰ信託によるおきなわフィナンシャルグループ株式の交付に備えるため、株式交付要領に基

づき、従業員に割り当てられたポイントに応じた株式の給付見込額を計上しております。 

(7) 睡眠預金払戻損失引当金 

睡眠預金払戻損失引当金は、利益計上を行った睡眠預金の預金者からの払戻請求に備えるため、過去の払戻実績等を勘案して必

要と認められる額を計上しております。 

 

７．収益の計上方法 

役務取引等収益、その他業務収益及びその他経常収益においては、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点

で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識しております。 

 

８．ヘッジ会計の方法 

(1) 金利リスク・ヘッジ 

金融資産・負債から生じる金利リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び

監査上の取扱い」(日本公認会計士協会業種別委員会実務指針第 24号 2022年３月17日。以下、「業種別委員会実務指針第 24号」

という。)に規定する繰延ヘッジによっております。ヘッジ有効性評価の方法については、相場変動を相殺するヘッジについて、

ヘッジ対象となる預金・貸出金等とヘッジ手段である金利スワップ取引等を一定の(残存)期間毎にグルーピングのうえ特定し評価

しております。また、キャッシュ・フローを固定するヘッジについては、ヘッジ対象とヘッジ手段の金利変動要素の相関関係の検

証により有効性の評価をしております。 

(2) 為替変動リスク・ヘッジ 

外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関す

る会計上及び監査上の取扱い」(日本公認会計士協会業種別委員会実務指針第25号 2020年10月８日)に規定する繰延ヘッジによ

っております。ヘッジ有効性評価の方法については、外貨建金銭債権債務等の為替変動リスクを減殺する目的で行う通貨スワップ

取引及び為替スワップ取引等をヘッジ手段とし、ヘッジ対象である外貨建金銭債権債務等に見合うヘッジ手段の外貨ポジション相

当額が存在することを確認することによりヘッジの有効性を評価しております。 

 

９．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

(1)退職給付に係る会計処理 

退職給付に係る未認識数理計算上の差異の会計処理の方法は、連結財務諸表におけるこれらの会計処理の方法と異なっておりま

す。 

(2)消費税等の会計処理 

有形固定資産に係る控除対象外消費税等は当事業年度の費用に計上しております。 

  



 

 

重要な会計上の見積り 

会計上の見積りにより当事業年度に係る財務諸表にその額を計上した項目であって、翌事業年度に係る財務諸表に重要な影響を及ぼす

可能性があるものは、次のとおりです。 

１．貸倒引当金 

(1) 当事業年度に係る財務諸表に計上した額 

貸倒引当金   12,752百万円 

 

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報 

① 算出方法 

当行の貸倒引当金の算出方法は、「重要な会計方針 ６.引当金の計上基準 (1)貸倒引当金」に記載しております。 

 

② 主要な仮定 

貸倒引当金計上の基礎となる債務者区分の判定にあたり、業績見通しを利用しておりますが、これらには将来の事象について

一定の仮定が含まれております。当該仮定は、債務者の経営判断、取引先企業の業績、国内外の景気動向、金融・財政政策、市

況等の変動等の予測困難な不確実性の影響を受ける可能性があります。 

 

③ 翌事業年度に係る財務諸表に及ぼす影響 

業績見通しに含まれる仮定が変化した場合は、翌事業年度に係る財務諸表における貸倒引当金の金額に重要な影響を及ぼす可

能性があります。 

 

追加情報 

(役員報酬ＢＩＰ信託) 

当行は、当行の取締役(社外取締役を除く。)及び執行役員(以下、「取締役等」という。)を対象とした役員報酬ＢＩＰ信託

を導入しております。 

１．取引の概要 

役員報酬ＢＩＰ信託は、親会社であるおきなわフィナンシャルグループ（以下、「ＯＦＧ」という。）の経営方針の実現及

び業績向上への貢献意欲を高めることを目的とした役員インセンティブプランであり、当行が定める株式交付規程に基づ

き、役位や業績目標の達成度等に応じたポイントが取締役等に付され、そのポイントに応じたＯＦＧ株式及びＯＦＧ株式の

換価処分金相当額の金銭が取締役等の退任後に交付または給付される株式報酬型の役員報酬であります。 

 

２．信託が保有する自社の株式に関する事項 

該当事項はありません。 

 

(株式付与ＥＳＯＰ信託) 

親会社であるおきなわフィナンシャルグループ（以下、「ＯＦＧ」という。）は、グループ会社の従業員（国内非居住者を除

き、以下、「対象従業員」という。）を対象とした株式付与ＥＳＯＰ信託を導入しております。 

１．取引の概要 

株式付与ＥＳＯＰ信託は、当行における行員のエンゲージメントを高め、ＯＦＧ全体の企業価値の持続的な向上を図ることを目的

とした従業員インセンティブプランであります。ＯＦＧが定める株式交付要領に基づき、職位や中期経営計画における業績目標の達

成度等に応じたポイントが対象従業員に付され、原則として当該中期経営計画が終了した翌事業年度に、そのポイントに応じたＯＦ

Ｇ株式が対象従業員に対して交付される制度であります。 

 

２．信託が保有する自社の株式に関する事項 

該当事項はありません。 

  



 

 

注記事項 

(貸借対照表関係) 

１.関係会社の株式及び出資金総額  1,700百万円 

 

２．銀行法及び金融機能の再生のための緊急措置に関する法律に基づく債権は次のとおりであります。なお、債権は、貸借対照表の

「有価証券」中の社債(その元本の償還及び利息の支払の全部又は一部について保証しているものであって、当該社債の発行が有価

証券の私募(金融商品取引法第２条第３項)によるものに限る。)、貸出金、外国為替、「その他資産」中の未収利息及び仮払金並び

に支払承諾見返の各勘定に計上されるもの並びに注記されている有価証券の貸付けを行っている場合のその有価証券(使用貸借又は

賃貸借契約によるものに限る。)であります。 

 

破産更生債権及びこれらに準ずる債権額 15,285 百万円 

危険債権額 7,402 百万円 

三月以上延滞債権額 220 百万円 

貸出条件緩和債権額 4,332 百万円 

合計額 27,240 百万円 

 

破産更生債権及びこれらに準ずる債権とは、破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始の申立て等の事由により経営破綻に陥

っている債務者に対する債権及びこれらに準ずる債権であります。 

危険債権とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、契約に従った債権の元本の回収

及び利息の受取りができない可能性の高い債権で破産更生債権及びこれらに準ずる債権に該当しないものであります。 

三月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から三月以上遅延している貸出金で破産更生債権及びこれらに

準ずる債権並びに危険債権に該当しないものであります。 

貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、

債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破産更生債権及びこれらに準ずる債権、危険債権並びに三月以上延

滞債権に該当しないものであります。 

なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。 

 

３．手形割引は、業種別委員会実務指針第24号に基づき金融取引として処理しております。これにより受け入れた商業手形及び買

入外国為替等は、売却又は(再)担保という方法で自由に処分できる権利を有しておりますが、その額面金額は、1,877百万円で

ありま

す。                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                         

 

４．担保に供している資産は次のとおりであります。  

担保に供している資産   

有価証券 101,999 百万円 

担保資産に対応する債務   

預金 13,222 百万円 

借用金 73,400 百万円 

また、為替決済の担保として、次のものを差し入れております。 

有価証券 26,080 百万円 

上記のほか、その他の資産には、保証金546百万円及び金融商品等差入担保金2,245百万円が含まれております。 

 

５．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に、契約上規定された

条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸し付けることを約する契約であります。これらの契約に係る融資未実行

残高は、265,789百万円であります。このうち原契約期間が１年以内のものが182,339百万円あります。 

なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのものが必ずしも当行の将来のキ

ャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの契約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全及びその他相当の

事由があるときは、当行が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をすることができる旨の条項が付けられており

ます。また、契約時において必要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に予め定めている行内手続

に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。 

上記のほか、総合口座取引における当座貸越未実行残高が 71,226百万円あります。 

  



 

 

６．土地の再評価に関する法律(1998年３月31日公布法律第34号)に基づき、事業用の土地の再評価を行い、評価差額については、当

該評価差額に係る税金相当額を｢再評価に係る繰延税金負債｣として負債の部に計上し、これを控除した金額を｢土地再評価差額金｣

として純資産の部に計上しております。 

再評価を行った年月日   1998年３月 31日 

同法律第３条第３項に定める再評価の方法  

土地の再評価に関する法律施行令(1998年３月31日公布政令第119号)第２条第４号に定める地価税価格に基づいて、近隣

売買事例による補正等合理的な調整を行って算出。 

同法律第10条に定める再評価を行った事業用の土地の当事業年度末における時価の合計額と当該事業用の土地の再評価後の

帳簿価額の合計額との差額657百万円 

 

７．有形固定資産の減価償却累計額  23,603百万円 

 

８．有形固定資産の圧縮記帳額         854百万円 

 

９．取締役及び監査役との間の取引による取締役及び監査役に対する金銭債権総額 34百万円 

 

10．関係会社に対する金銭債権総額     913百万円 

 

11．関係会社に対する金銭債務総額  10,581百万円 

 

12．単体自己資本比率（国内基準）     10.52％ 

 

(損益計算書関係) 

１．関係会社との取引による収益 

資金運用取引に係る収益総額 741百万円 

役務取引等に係る収益総額 94百万円 

その他業務・その他経常取引に係る収益総額 26百万円 

 

２. 関係会社との取引による費用 

資金調達取引に係る費用総額 11百万円 

役務取引等に係る費用総額 385百万円 

その他業務・その他経常取引に係る費用総額 2,001百万円 

 

３．関連当事者との取引 

 (1) 子会社、子法人等及び関連法人等 

(単位：百万円) 

種類 
会社等の 

名称 
所在地 

資本金 

又は 

出資金 

事業の

内容 

議決権の

所有(被所

有)割合 

関連当事者

との関係 
取引の内容 取引金額 科目 

期末

残高 

子会社 
おきぎん保証 

株式会社 

沖縄県 

那覇市 
70 

信用保

証業務 

直接 

100％ 

債務の被保証 

役員の兼任 

被債務保証 

(注１) 
522,924 － － 

保証料の支払 

(注２) 
385 未払費用 37 

債務保証履行に

伴う代位弁済 
575 － － 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

(注１) 当行の取扱う個人ローン商品に対する債務保証であります。 

(注２) 当行の取扱う個人ローン商品に対する信用保証料であり、保証料率については当行と当該子会社との調整のうえ、

商品ごとに決定しております。 

 

(2) 役員及び個人主要株主等 

該当事項はありません。 

  



 

 

(有価証券関係) 

 

１．売買目的有価証券(2026年３月 31日現在) 

該当事項はありません。 

 

２．満期保有目的の債券(2026年３月 31日現在) 

 

 
種類 

貸借対照表計上額 時価 差額 

 (百万円) (百万円) (百万円) 

時価が貸借対照表計上額

を超えるもの 

国債 － － － 

小計 － － － 

時価が貸借対照表計上額

を超えないもの 

国債 42,780 33,370 △9,410 

小計 42,780 33,370 △9,410 

合計 42,780 33,370 △9,410 

 

３．子会社・子法人等株式及び関連法人等株式(2026年３月 31日現在) 

該当事項はありません。 

 

(注)上表に含まれない市場価格のない株式等の貸借対照表計上額 

 

 貸借対照表計上額(百万円) 

子会社・子法人等株式 1,700 

 

４．その他有価証券(2026年３月31日現在) 

 

 
種類 

貸借対照表計上額 取得原価 差額 

 (百万円) (百万円) (百万円) 

貸借対照表計上額が取

得原価を超えるもの 

株式 25,933 14,937 10,996 

債券 7,867 7,845 22 

国債 － － － 

地方債 7,167 7,145 21 

社債 700 700 0 

その他 96,494 93,179 3,314 

外国債券 38,841 38,560 281 

その他の有価証券 57,652 54,619 3,033 

小計 130,295 115,962 14,333 

貸借対照表計上額が取

得原価を超えないもの 

株式 1,935 2,190 △254 

債券 288,707 328,233 △39,525 

国債 68,973 89,336 △20,363 

地方債 126,724 141,733 △15,009 

社債 93,010 97,163 △4,153 

その他 158,318 162,881 △4,562 

外国債券 119,226 122,421 △3,195 

その他の有価証券 39,092 40,459 △1,367 

小計 448,962 493,305 △44,342 

合計 579,258 609,268 △30,009 

 

５．当事業年度中に売却した満期保有目的の債券(自 2025年４月１日  至 2026年３月31日) 

該当事項はありません。 

  



 

 

６．当事業年度中に売却したその他有価証券(自 2025年４月１日  至 2026年３月31日) 

 

 
売却額 売却益の合計額 売却損の合計額 

(百万円) (百万円) (百万円) 

株式 7,912 2,469 △514 

債券 73,597 0 △5,322 

 国債 6,628 － △2,877 

 地方債 15,318 － △366 

 社債 51,650 0 △2,078 

その他 12,645 349 △221 

外国債券 307 － △6 

その他の有価証券 12,338 349 △215 

合計 94,155 2,819 △6,057 

 

７．減損処理を行った有価証券 

売買目的有価証券以外の有価証券(市場価格のない株式等及び組合出資金を除く)のうち、当該有価証券の時価が取得原価に比べて

著しく下落しており、時価が取得原価まで回復する見込みがあると認められないものについては、当該時価をもって貸借対照表計上

額とするとともに、評価差額を当事業年度の損失として処理(以下、「減損処理」という。)しております。 

当事業年度における減損処理はありません。 

また、時価が｢著しく下落した｣と判断するための基準は、「決算日の時価が取得原価に比べ 50％以上下落した場合、又は30％以上

50％未満下落し、かつ過去の時価の推移等を勘案して判定する内部基準に該当する場合」としております。 

 

(金銭の信託関係) 

１．運用目的の金銭の信託（2026年３月31日現在） 

該当事項はありません。 

 

２．満期保有目的の金銭の信託（2026年３月31日現在） 

該当事項はありません。 

 

３．その他の金銭の信託（運用目的及び満期保有目的以外）（2026年３月31日現在） 

 
貸借対照表 

計上額 

（百万円） 

取得原価 

（百万円） 

差額 

（百万円） 

うち貸借対照表計

上額が取得原価を

超えるもの 

（百万円） 

うち貸借対照表計

上額が取得原価を

超えないもの 

（百万円） 

その他の金銭の信託 3,000 3,000 - - - 

（注）「うち貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの」「うち貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの」はそれぞれ「差額」

の内訳であります。 

  



 

 

(税効果会計関係) 

 １．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳は、それぞれ次のとおりであります。 

 

繰延税金資産   

 その他有価証券評価差額金 9,284 百万円 

 貸倒引当金 3,920  

 退職給付引当金 1,384  

 減価償却費 606  

 関係会社支援損失 524  

 賞与引当金 185  

 貸出金償却 41  

 その他 1,027  

繰延税金資産小計 16,974  

評価性引当額 △4,255  

繰延税金資産合計 12,718  

繰延税金負債   

繰延ヘッジ利益 △2,173  

 その他 △28  

繰延税金負債合計 △2,201  

繰延税金資産の純額 10,516 百万円 

 

 

(１株当たり情報) 

１株当たりの純資産額 5,969円 89銭 

１株当たりの当期純利益金額 420円 55銭 

 

 

(重要な後発事象)  

（株式取得による持分法適用関連会社化） 

当行は、2026年6月19日開催の取締役会における第一総業株式会社の株式取得の決議により、同社は当行の持分法適用関連会社とな

りました。なお、2026年6月22日に株式を取得済みであります。 

 

１． 株式取得の目的 

第一総業株式会社との戦略的連携による事業領域拡大のため 
 

２． 持分法適用関連会社化する会社の名称、事業内容、規模 

（１）名称 第一総業株式会社 

（２）事業の内容 リース業、清掃業、貨物運送業、警備業 

（３）資本金の金額 10百万円 

 

３． 株式取得日 

2026年6月22日 
 

４． 取得株式数及び取得後の持分比率 

（１）取得株式数 2,300株 

（２）取得後の持分比率 50％ 

 



  (単位:百万円)

証 書 貸 付

手 形 貸 付

２．貸出金のうち、破産更生債権及びこれらに準ずる債権、危険債権及び三月以上延滞債権、貸出条件緩和債権は

(付表)元本補填契約のある信託の内訳は次のとおりです｡

合同運用指定金銭信託 (単位:百万円)

記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております｡

(単位:百万円)

記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております｡

金　　額

計 7,999    計 7,999    

そ の 他

1,241    元 本 7,965    

33

合　　　　計 55       合　　　　計 55       

(注)

受 入 手 数 料 0 信 託 利 益 16

債 権 償 却 準 備 金 戻 入 0

38       

そ の 他 の 受 入 利 息 37       そ の 他 の 支 出 0

貸 出 金 利 息 18       信 託 報 酬

           第９５期 信託財産収支表
2026年３月31日まで

(注)

収　　　　入 金　 　額 支　　　　出 金　 　額

2025年４月１日から

7,999    

6,758    債 権 償 却 準 備 金 0        

 　該当ございません。

金 銭 信 託貸 出 金 1,241    

そ の 他

資　　　　産 金　　額 負　　　　債

貸 出 金

7,999    合　　　　計

(注) １．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております｡

合　　　　計

第９５期末(2026年３月31日現在)信託財産残高表

資　　　　産 負　　　　債 金　　額金　　額

1,180    

60       

7,999    

そ の 他 債 権

6,758    

0 

銀 行 勘 定 貸















 

 
 

 









 



 

 

 

 


	単体決算公告(全頁)ver3
	1.表紙02304
	2.BS
	2.単体貸借対照表等202603

	4.単体計算書類注記202603（計算書類から流用）

	連結決算公告（全頁）ver3

